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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 

（１）指摘事項    該当なし 

 

（２）監査意見    該当なし 

 

（３）決算審査意見  該当なし 

 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 

   該当なし 

 

 

３ 職員の定員、現員調べ 
 

          種 別 
  
区 分 

事務職員 技術職員 現業職員 合計 
備      考 

 

3.4.1 
現 在 

2.4.1 
現 在 

3.4.1 
現 在 

2.4.1 
現 在 

3.4.1 
現 在 

2.4.1 
現 在 

3.4.1 
現 在 

2.4.1 
現 在 

定   員    ９    ９   １   １   ０   ０  １０  １０  

現      員 
（２） 

１０ 

  （２） 

  １０ 

 （０）

０ 

 （０）

０ 

 （０） 

０ 

 （０）

０ 

（２） 

 １０ 

 （２） 

１０ 

徳島県へ派遣１名、 

徳島県から受入１名 

過 不 足(△)   １   １  △１   △１   ０   ０   ０   ０  

臨 時 的 

任 用 職 員 
  ０   ０   ０   ０   ０   ０   ０   ０  

会 計 年 度 

任 用 職 員 
  ２   ２   ０   ０   ０   ０   ２   ２ 事務２ 

 

 
４ 役付職員の調べ                                                           

（令和３年８月１日現在） 

 職       名 氏     名 在 職 期 間 備    考  

危機管理局長 

兼原子力安全対策監 
水中 進一 

      年 

０ 

     月 

１ 
 

危機管理政策課長 藤木 慎一郎 
 

０ 

 

４ 
 

課長補佐 山下 大治 
 

    ３ 

 

４ 
 

課長補佐 黒見 恵子 
 

１ 

 

４ 
 

課長補佐 北川 泰子 
 

１ 

 

４ 
 

課長補佐 原  耕平 
 

１ 

 

４ 
 

課長補佐 前田 秀明 
 

  ０ 

 

  ４ 
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５ 主な事業に関する調べ 

                                                                        （単位：千円） 

 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起 債 そ の 他 一般財源 

住民避難体制整備総合事業 19,212    19,212 

将来ビジョン ３ 守る  豊かな恵み・生活を守り、次代につなぐ 

令和新時代創生戦略 ２．人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む 鳥取＋住む 
（３）支え愛  ④鳥取ならではの「防災文化づくり」 

政策項目 安心新時代づくり 災害支援物資配送体制や支え愛マップ・福祉避難所 
・Ｎｅｔ１１９等を整備 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

平成28年10月の鳥取県中部地震では自主避難所開設、平成29年１、２月の豪雪時では沿線住民

による立ち往生ドライバーへの食事の提供など、鳥取県らしい人と人との絆を基調とした住民の

助け合い、支え合いが多く行われ、その重要性が改めて認識されたところである。 

市町村及び市町村社会福祉協議会を核とし、とっとり県民活動活性化センター及び日野ボラン

ティア・ネットワークと連携して、支え愛マップづくりを全県下に広げ、災害時の要支援者への

支援を確保し、地域の実情に応じた住民主体の避難体制づくりや避難所運営等を促進するため、

支え愛マップづくりの拡充、復興等支援、ボランティア団体への伴走支援体制の拡充、避難所運

営リーダーの養成等を進める。 

（イ）事業の実施状況 

支え愛マップづくり（促進事業）が40地区、地域支え愛会議を立ち上げ行った支え愛マップの

更新や避難訓練の実施（ステップアップ事業）が20地区、住民組織間交流事業が３地区で、それ

ぞれ取り組まれた。 

また、市町村等の人材育成研修は延べ108人、住民向けの啓発研修には83人が参加し、マップづ

くりに関わる人材の育成を図ることができた。 

避難所運営リーダーの養成については、消防防災課の地域防災リーダースキルアップ研修と連

携し、中部地区及び西部地区（東部地区は新型コロナウイルス感染症の影響により中止）で延べ

110名に対して実施した。 

  

イ 令和２年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

支え愛マップの作成にあたり、地域づくり部局とも連携し、取り組む集落の掘り起こし等に協力

いただいた。また、支え愛マップの取り組み等を紹介する動画を作成し、啓発を行った。 

 

ウ 成果及び効果 

令和２年度にマップづくりに取り組んだ集落（促進事業）は40地区で、独居高齢者や要介護者、

障がい者などの災害時に支援を要する者への避難支援の仕組みづくりが着実に進んでいる。 

また、支援者向け及び住民向けの研修の開催、活用事例集による広報などにより、マップづくり

を今後展開していくための体制づくりを進めた。 

 

エ 課 題 

防災の意識が低い集落や、地域コミュニティが失われつつある集落での意識醸成、住民による話

し合いを通じたマップづくりの手法に対する理解が進んでいないことなどが課題である。 

また、現場で説明する職員がマップづくりの流れは理解できているが、支え愛マップづくりを行

う意義の理解が不十分であるため、掘り起こしやマップ作成後の自主的な取り組みになかなか繋が

らない。 
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                                                                        （単位：千円） 

 

 

 

 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起 債 そ の 他 一般財源 

新型コロナウイルス感染症対策

避難所特別支援事業補助金 
9,014 9,000   14 

将来ビジョン ３ 守る  豊かな恵み・生活を守り、次代につなぐ 

令和新時代創生戦略 ２．人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む 鳥取＋住む 

（３）支え愛  ④鳥取ならではの「防災文化づくり」 

政策項目 － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

指定避難所における新型コロナウイルス感染症対策のために市町村が実施する、避難者の健康

状態の確認や体調不良者への対応等に必要な資機材整備を支援することを目的とする。 

（補助金の概要） 

・補助対象：市町村 

・補助対象経費：指定避難所において、新型コロナウイルス感染症対策の実施に必要な需用

費（消耗品費）、備品購入費等 

・予算額：10,000千円 

・補助率：2/3（市は1,000千円、町村は400千円を上限とする） 

※財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（県交付分） 

 

（イ）事業の実施状況 

１９市町村のうち、１７市町村が本補助金を活用し、指定避難所における衛生資機材の整備を

進めた。 

・本補助金を活用した市町村：南部町、江府町を除く１７市町村 

              ※２町については、町への交付金を活用し整備を進めた。 

・資機材の整備例：体調不良者確認のための非接触型体温計、避難所の衛生環境確保のための

パーテーション、段ボールベッド等 

 

イ 令和２年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  避難所における新型コロナウイルス感染症対策として令和２年度に臨時的に実施したところであ

り、全ての市町村で必要な整備を完了した。 

 

ウ 成果及び効果 

  新型コロナウイルス感染症の影響下であったが、指定避難所への避難が必要な住民が避難を躊躇

することがないよう、各市町村の指定避難所の衛生対策を迅速に進めることができた。 

 

エ 課 題 

  市町村においては、本補助金を活用し整備した資機材を活用しながら、次年度以降も引き

続き指定避難所での衛生対策を進める。 
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                                                                        （単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起 債 そ の 他 一般財源 

積極的避難推進事業 18    18 

将来ビジョン ３ 守る  豊かな恵み・生活を守り、次代につなぐ 

令和新時代創生戦略 ２．人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む 鳥取＋住む 

（３）支え愛  ④鳥取ならではの「防災文化づくり」 

政策項目 － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

令和元年度の有識者等を交えた防災避難対策検討会の提言を踏まえ、住民の避難対策の一環と

して、ワークショップやまちあるき等を通じて、住民自ら「避難スイッチ（避難する目安）」を

決める取組をモデル的に実施する。 

 

※避難スイッチ：京都大学防災研究所の矢守教授他が提唱する、住民の積極的な避難を推進す

るための取組 

（避難スイッチ：３つのポイント） 

①情報系（例：市町村が「高齢者等避難開始」を発令） 

    ②目で見る身近な異変（例：河川ライブカメラで〇〇川の水位が〇〇ｍに達した） 

    ③人からの呼びかけ（例：役員から要支援者に対して声かけ） 

 

（イ）事業の実施状況 

新型コロナウイルス感染症の影響で地域の自主防災活動が自粛傾向にあったが、若桜町の３地

区（上町、中町、西町）を対象にモデル事業を実施した。 

（実施状況） 

１回目（R2.10.31）：ワークショップ（リモート会議システムを活用）とまちあるき 

２回目（R3.1.30）：「避難スイッチ」の候補となる情報の整理。 

３回目（R3.3.13）：中町地区で「避難スイッチ」を決定。 ※上町、西町は継続中。 

 

 

イ 令和２年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

  新型コロナウイルス感染症の影響があったこともあり、極力対面を避けるためweb会議システム

を活用したリモートによるワークショップに変更するなど、開催方法を工夫した。 

 

ウ 成果及び効果 

  住民が避難するタイミングを自ら決めることを通じて、避難を「わが事」として意識づける効果

があった。また、それを地域で共有することにより、地域全体の防災力の向上につながった。 

 

 

エ 課 題 

  事業実施の地区数をさらに増やし、事例を蓄積する必要がある。 

  また、実施事例やノウハウについては取りまとめの上、広く普及展開する必要がある。 
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（単位：千円） 

 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起 債 そ の 他 一般財源 

避難所の生活の質向上事業 5,435    5,435 

将来ビジョン ３ 守る  豊かな恵み・生活を守り、次代につなぐ 

令和新時代創生戦略 ２．人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む 鳥取＋住む 
（３）支え愛  ④鳥取ならではの「防災文化づくり」 

政策項目 安心新時代づくり 災害支援物資配送体制や支え愛マップ・福祉避難所 
・Ｎｅｔ１１９等を整備 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 
（ア）目的 
   平成３０年７月豪雨災害では、県外被災地の人的被害において、要配慮者で亡くなられた方が

多く、この一因として避難所に要支援者を適切に受け入れる体制が整備されていなかったため、
住民の適切な避難行動に繋がらなかったと見込まれることが挙げられる。 

   住民に躊躇なく避難行動を起こさせるとともに、避難所で災害関連死を発生させないために
は、これらの課題を解決する必要があることから、指定避難所、福祉避難所の資機材整備等に補
助することにより、「あらゆる人が避難しやすい避難所環境の確保」及び「発災時の早急な被災
住民の生活環境の改善」を図る。 

（イ）事業の実施状況 
 ○市町村への補助事業 

区分 内容 整備数 補助率 

指定避難所生活環境
整備支援事業 

指定避難所での福祉スペース確保など、
要配慮者に対応するために必要な資機材
の整備について補助する。 

６ヶ所 1/2 
(1ヶ所当たり150千
円を上限とする。) 

福祉避難所事前配置
資機材整備事業 

市町村が指定する福祉避難所に災害時に
必要な備品等を事前配置する市町村に対
して支援を行う。 

10ヶ所 1/2 
(1ヶ所当たり150千
円を上限とする。) 

 
 ○県実施事業 

区分 内容 

要配慮者が避難しやす
い避難所環境確保事業 

様々な事情がある人が避難所生活をするために必要な物資等を障が
いの種別に応じ、パッケージ化して備蓄を行う。 
【購入物品】白杖、筆談用ホワイトボード等 

備蓄倉庫機能強化事業 被災された県民の元に迅速に備蓄品を届けるため、備蓄倉庫内にロ
ールボックス（かご台車）を導入の上、レイアウト変更を行う等、
備蓄倉庫の機能強化を図る。 

 
イ 令和２年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

特になし 
 
ウ 成果及び効果 
  市町村補助事業については、継続して活用されており、着実に要配慮者の避難体制づくりが進ん
でいる。 

  県実施事業については、障がい者団体等からさらに詳細な意見・要望の聞き取りを行ったほか、
福祉部局とも調整を行い、備蓄品目の精査し、事業を実施した。 

  
エ 課 題 

避難所の生活の質の向上と、更なる指定促進のために、年々多様化する避難所に求められる環境
や資機材のニーズに、市町村及び関係機関等と連携しながら応えていく必要がある。 
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5
,
3
9
5
,
9
9
5

0
0

1
4
,
5
5
0
,
6
3
9

1
0
7
,
6
5
8
,
4
3
3

9
8
5
,
6
6
7

1
3
,
2
8
3
,
2
7
5

1
2
,
2
9
7
,
6
0
8

1
2
,
2
9
7
,
6
0
8

0
0 0

3
1
3
,
5
3
0

4
0
,
5
7
1
,
4
7
0

0

4
3
5
,
7
7
8
,
3
5
9

4
2
2
,
5
2
6
,
9
1
7

1
3
,
2
5
1
,
4
4
2

0

3
5
,
3
1
5
,
0
0
0

5
,
5
7
0
,
0
0
0

0
0

4
0
,
8
8
5
,
0
0
0

4
0
,
5
7
1
,
4
7
0

1
0
1
,
5
0
4
,
0
0
0

0

4
2
2
,
5
2
6
,
9
1
7

0
0

9
8
,
0
0
0

備
考

翌
年

度
繰

越
額

計
本

　
　

庁
出

納
機

関

予
算

現
額

支
出

済
額

（
決

算
額

）

支
出

済
額

の
内

訳

0
0

1
0
4
,
3
0
0
,
0
0
0

0
1
0
7
,
6
5
8
,
4
3
3

0

区 　 分
科

　
　

目

予
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

現
　

　
　

　
　

額
調

　
定

　
額

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

繰
越

財
源

充
当

額
計

0

2
,
6
9
8
,
0
0
0

0

9
8
,
0
0
0

歳 　  入

総
務

費
国

庫
補

助
金

原
子

力
防

災
対

策
基

金
繰

入
金

2
,
6
9
8
,
0
0
0

合
　

　
計

1
0
4
,
3
0
0
,
0
0
0

雑
　

　
入

収
　

入
未

済
額

収
入

済
額

3
,
4
7
6
,
8
9
5

0
0

0 0

1
0
1
,
5
0
4
,
0
0
0

9
2
,
5
5
0
,
2
7
1

1
1
,
6
3
1
,
2
6
7

備
　

　
　

　
　

考

内
訳

は
次

の
と

お
り

･
コ

ロ
ナ

臨
時

交
付

金
(
9
,
0
0
0
,
0
0
0
円

)
･
原

子
力

安
全

対
策

課
の

会
計

年
度

任
用

職
員

1
人

分
の

人
件

費
(
2
,
6
3
1
,
2
6
7
円

)

･
原

子
力

安
全

対
策

課
職

員
1
2

人
分

の
人

件
費

内
訳

は
次

の
と

お
り

･
職

員
の

過
年

度
扶

養
手

当
返

納
(
1
9
,
5
0
0
円

)
･
勤

怠
シ

ス
テ

ム
不

具
合

に
よ

る
返

納
(
2
3
6
,
4
0
0
円

)
･
R
3
.
1
月

福
井

県
へ

の
応

援
除

雪
経

費
立

替
分

(
3
,
0
7
2
,
5
8
0

円
)

･
R
2
.
7
月

豪
雨

災
害

支
援

経
費

・
熊

本
県

負
担

分
(
1
5
,
1
0
5

円
)

･
会

計
年

度
任

用
職

員
の

雇
用

保
険

料
(
1
3
3
,
3
1
0
円

)
)

0

不
　

納
欠

損
額

3
,
4
7
6
,
8
9
5

00
9
2
,
5
5
0
,
2
7
1

1
1
,
6
3
1
,
2
6
7

0

差
引

残
額

（
不

用
額

）
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７
　

事
業

別
実

施
状

況
調

べ
(
単

位
：

円
)

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

繰
　

越
　

額

予
 
備

 
費

支
出

及
び

流
用

増
減

計 A

（
一

般
管

理
費

）

0
0

0
(

2
1
0
,
6
9
5

)
(

2
1
0
,
6
9
5

)
(

2
1
0
,
6
9
5

)
0

1
0
0
%

･
赴

任
旅

費
の

配
当

(
主

)
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

策
避

難
所

特
別

支
援

事
業

補
助

金

0
0

0
(

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

)
(

1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

)
(

9
,
0
1
4
,
3
3
3

)
0

9
8
5
,
6
6
7

9
0
%

･
主

な
事

業
に

関
す

る
調

べ
の

と
お

り

福
井

県
へ

の
雪

害
支

援
0

0
0

(
3
,
0
7
2
,
5
8
0

)
(

3
,
0
7
2
,
5
8
0

)
(

3
,
0
7
2
,
5
8
0

)
0

0
1
0
0
%

･
福

井
県

で
の

大
雪

(
R
3
年

1
月

)
で

、
福

井
県

か
ら

の
応

援
派

遣
要

請
に

よ
り

、
ト

ラ
ッ

ク
等

を
派

遣
し

た
経

費
を

立
替

払
し

た
も

の
･
福

井
県

か
ら

は
3
月

に
納

入
有

目
　

　
　

　
計

0
0

0
(

1
3
,
2
8
3
,
2
7
5

)
(

1
3
,
2
8
3
,
2
7
5

)
(

1
2
,
2
9
7
,
6
0
8

)
0

9
8
5
,
6
6
7

9
3
%

｢
所

管
換

配
当

分
｣

広
域

支
援

体
制

整
備

総
合

事
業

0
0

0
(

9
8
8
,
3
5
9

)
(

9
8
8
,
3
5
9

)
(

9
8
8
,
3
5
9

)
0

0
1
0
0
%

（
防

災
総

務
費

）

職
員

人
件

費
3
6
1
,
4
3
0
,
0
0
0

2
9
,
7
6
5
,
0
0
0

0
0

3
9
1
,
1
9
5
,
0
0
0

3
8
8
,
1
1
7
,
6
8
4

0
3
,
0
7
7
,
3
1
6

9
9
%

･
局

一
般

職
員

4
4
人

分
及

び
会

計
年

度
任

用
職

員
1
7
人

分

(
主

)
住

民
避

難
体

制
整

備
総

合
事

業
2
3
,
5
2
4
,
0
0
0

0
0

0
2
3
,
5
2
4
,
0
0
0

1
9
,
2
1
2
,
4
8
4

0
4
,
3
1
1
,
5
1
6

8
2
%

･
主

な
事

業
に

関
す

る
調

べ
の

と
お

り

事
業

計
画

と
実

績
・

成
果

、
不

用
額

の
理

由
等

･
災

害
派

遣
職

員
、

軽
症

者
宿

泊
療

養
施

設
動

員
者

等
の

P
C
R
検

査
経

費
･
危

機
対

策
・

情
報

課
の

危
機

管
理

情
報

シ
ス

テ
ム

管
理

運
営

事
業

か
ら

所
管

換
配

当

事
　

業
　

名

予
　

　
算

　
　

現
　

　
額

支
出

済
額

（
決

算
額

）
B

翌
年

度
繰

越
額

C

差
引

残
額

（
不

用
額

）
A
-
B
-
C

執
行

率
B
/
A
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(
単

位
：

円
)

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

繰
　

越
　

額

予
 
備

 
費

支
出

及
び

流
用

増
減

計 A

事
業

計
画

と
実

績
・

成
果

、
不

用
額

の
理

由
等

事
　

業
　

名

予
　

　
算

　
　

現
　

　
額

支
出

済
額

（
決

算
額

）
B

翌
年

度
繰

越
額

C

差
引

残
額

（
不

用
額

）
A
-
B
-
C

執
行

率
B
/
A

(
主

)
積

極
的

避
難

推
進

事
業

1
,
2
2
4
,
0
0
0

△
 
1
,
0
0
0
,
0
0
0

0
0

2
2
4
,
0
0
0

1
8
,
0
0
0

0
2
0
6
,
0
0
0

8
%

･
主

な
事

業
に

関
す

る
調

べ
の

と
お

り
･
不

用
理

由
(
3
割

)
：

リ
モ

ー
ト

会
議

シ
ス

テ
ム

の
活

用
に

よ
り

旅
費

が
不

要
と

な
っ

た
こ

と
等

に
よ

る
。

(
主

)
避

難
所

の
生

活
の

質
向

上
事

業
1
0
,
2
8
1
,
0
0
0

△
 
3
,
2
4
1
,
0
0
0

0
0

7
,
0
4
0
,
0
0
0

5
,
4
3
5
,
2
8
6

0
1
,
6
0
4
,
7
1
4

7
7
%

･
主

な
事

業
に

関
す

る
調

べ
の

と
お

り

鳥
取

県
地

震
津

波
対

策
推

進
事

業
4
,
0
7
1
,
0
0
0

△
 
1
,
8
7
3
,
0
0
0

0
0

2
,
1
9
8
,
0
0
0

2
,
0
6
5
,
0
0
0

0
1
3
3
,
0
0
0

9
4
%

･
津

波
対

策
市

町
村

支
援

交
付

金
に

よ
る

事
業

助
成

に
よ

り
、

津
波

対
策

を
進

め
た

。

広
域

支
援

体
制

整
備

総
合

事
業

1
,
2
0
3
,
0
0
0

0
0

0
1
,
2
0
3
,
0
0
0

5
7
6
,
9
3
2

0
6
2
6
,
0
6
8

4
8
%

･
被

災
地

支
援

の
環

境
を

整
備

す
る

と
と

も
に

、
職

員
の

情
報

連
絡

員
(
リ

エ
ゾ

ン
)
業

務
に

対
す

る
習

熟
を

図
る

た
め

の
研

修
を

実
施

し
、

人
材

の
育

成
を

図
っ

た
。

･
不

用
理

由
(
3
割

)
：

公
用

車
を

新
車

で
リ

ー
ス

す
る

予
定

で
あ

っ
た

が
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
で

新
車

調
達

が
困

難
に

な
り

、
現

在
の

公
用

車
を

再
リ

ー
ス

し
た

た
め

。

鳥
取

県
西

部
地

震
2
0
年

事
業

1
,
0
0
0
,
0
0
0

△
 
4
1
2
,
0
0
0

0
3
7
0
,
1
2
3

9
5
8
,
1
2
3

9
5
8
,
1
2
3

0
0

1
0
0
%

･
地

震
や

風
水

害
等

に
備

え
た

取
組

み
や

最
新

の
知

見
等

を
紹

介
す

る
フ

ォ
ー

ラ
ム

を
開

催
し

、
県

民
の

防
災

意
識

の
向

上
を

図
っ

た
。

･
防

災
体

制
整

備
事

業
か

ら
流

用
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(
単

位
：

円
)

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

繰
　

越
　

額

予
 
備

 
費

支
出

及
び

流
用

増
減

計 A

事
業

計
画

と
実

績
・

成
果

、
不

用
額

の
理

由
等

事
　

業
　

名

予
　

　
算

　
　

現
　

　
額

支
出

済
額

（
決

算
額

）
B

翌
年

度
繰

越
額

C

差
引

残
額

（
不

用
額

）
A
-
B
-
C

執
行

率
B
/
A

防
災

体
制

整
備

事
業

1
0
,
2
6
9
,
0
0
0

△
 
1
,
4
5
1
,
0
0
0

0
△

 
3
7
0
,
1
2
3

8
,
4
4
7
,
8
7
7

5
,
1
5
5
,
0
5
0

0
3
,
2
9
2
,
8
2
7

6
1
%

･
鳥

取
県

防
災

会
議

で
地

域
防

災
計

画
に

係
る

協
議

等
を

行
い

、
計

画
の

推
進

に
努

め
た

。
･
鳥

取
県

西
部

地
震

2
0
年

事
業

へ
流

用
し

た
。

･
不

用
理

由
(
3
割

)
：

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
影

響
に

よ
る

出
張

や
会

議
開

催
の

減
に

よ
る

。

「
拠

点
避

難
所

」
設

置
モ

デ
ル

事
業

1
5
,
5
0
0
,
0
0
0

△
 
1
5
,
5
0
0
,
0
0
0

0
0

0
0

0
0

0
%

･
拠

点
避

難
所

等
と

し
て

整
備

す
る

指
定

避
難

所
に

対
す

る
補

助
で

あ
っ

た
が

、
活

用
を

希
望

す
る

市
町

村
が

な
か

っ
た

。

目
　

　
計

4
2
8
,
5
0
2
,
0
0
0

6
,
2
8
8
,
0
0
0

0
0

4
3
4
,
7
9
0
,
0
0
0

4
2
1
,
5
3
8
,
5
5
9

0
1
3
,
2
5
1
,
4
4
1

9
7
%

(
工

鉱
業

総
務

費
)

0
%

職
員

人
件

費
3
5
,
3
1
5
,
0
0
0

5
,
5
7
0
,
0
0
0

0
0

4
0
,
8
8
5
,
0
0
0

4
0
,
5
7
1
,
4
7
0

0
3
1
3
,
5
3
0

9
9
%

･
局

一
般

職
員

5
人

分
及

び
会

計
年

度
任

用
職

員
1
人

分
（

い
ず

れ
も

消
防

防
災

課
）

目
　

　
計

3
5
,
3
1
5
,
0
0
0

5
,
5
7
0
,
0
0
0

0
0

4
0
,
8
8
5
,
0
0
0

4
0
,
5
7
1
,
4
7
0

0
3
1
3
,
5
3
0

9
9
%

合
　

　
計

4
6
3
,
8
1
7
,
0
0
0

1
1
,
8
5
8
,
0
0
0

0
0

4
7
5
,
6
7
5
,
0
0
0

4
6
2
,
1
1
0
,
0
2
9

0
1
3
,
5
6
4
,
9
7
1

9
7
%
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８　予備費の充用調べ
　　該当なし

９　繰越関係調べ
（１）継続費逓次繰越調べ

該当なし

（２）繰越明許費調べ
該当なし

（３）事故繰越調べ
該当なし

１０　収入証紙取扱調べ
　　有　・　無

１１　現金の取扱状況
（１）現金取扱状況

該当なし

（２）つり銭の状況
該当なし

１２　財産に関する調べ
（１）公有財産

該当なし

（２）金券類の保有状況
　　ア　金券の保有状況
　　　　有　・　無

　　イ　タクシーチケットの保有状況
（令和３年３月３１日現在）

購入枚数 使用枚数及び金額
<鳥取ハイヤー共同組合>

9枚

29枚 0枚 12,730円 20枚

<JCBタクシーチケット>

9枚

75枚 0枚 14,500円 66枚

（３）基金
該当なし

（４）債権
該当なし

　　
１３　財産の貸付け及び使用許可調べ
（１）土地及び建物

該当なし

該当なし

１４　借受不動産明細調べ
　　該当なし

本年度中
本年度末未使用枚数前年度末未使用枚数

（２）物品（１品の取得価格が100万円以上のもの及び寄附受納時の評価額が
　　　　　　100万円以上のもの）

- 10 -



１５　職員駐車場の管理状況調べ
（１）管理状況

　該当なし

（２）減免の考え方（減免を行った場合のみ）
　該当なし

（３）使用料の見直し
　該当なし

１６　寄附物件の受納状況調べ
　該当なし

１７　備品の処分状況調べ
（令和３年３月３１日現在）

売払
棄却
の別

処　分
年月日

売払額 処分費用

円 円

H10.2.27 棄却 R2.5.11 － －

H15.3.20他 棄却 R3.1.5 － 5,500

0 5,500

１８　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ
（１）亡失、損傷の報告状況

有　・　無

（２）物品確認の実施状況

有　・　無

１９　貸付金等状況調べ
（１）総括表

　該当なし

（２）償還状況
　該当なし

〇　意見、要望等
（１）業務に関する意見・要望等

　該当なし

（２）監査委員事務局に対する要望等
　該当なし

ノート型パ
ソコン他

R2.10.23
故障し、修理
不可能である
ため。

合　　計

備　考売払方法・
棄却理由

ノートパソ
コン

R2.4.28
故障し、修理
不可能である
ため。

品　　名
(規格・銘柄)

(保管換年月日)

取得年月日

不　用
決　定
年月日

処　　　　　　　　　　分
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